別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費　　
	事業名: モノづくり基盤強化事業費
（旧事業名：「モノづくりセンター事業」から移管）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

商工労働部　地域産業課　県産品開発係　電話番号：058-272-8362
E-mail：c11355@pref.gifu.lg.jp
	事業費


要求額：3,500千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　　ＩＡＭＡＳ（情報科学芸術大学院大学）のf.Laboにおいて実施する、県内企業に
対する商品・デザイン開発支援や、f.Laboが有する各種デジタル機器等のリソース
を活用した企業のモノづくり支援等の事業活動経費。

(公財)岐阜県産業経済振興センター内に設置するデザインスタジオは、商品・

デザイン開発に関する専門的な相談窓口として、企業が実施する商品開発に対する

デザイン相談についての助言を行うほか、岐阜県が実施する商品開発支援事業のプ
ロデューサーとして、企画・デザイン開発・試作品製作・商品化といったプロジェ
クトの進行管理を行うなど、デザイン面から岐阜県の付加価値の高いモノづくりを

支え、県内産地や企業との豊富なネットワークを構築してきた。
一方、ＩＡＭＡＳには、工学、デザイン、芸術、建築等、様々な分野の教員と学
生が在籍しており、その専門性や創造性を企業や地域に還元し、貢献する産学連携
の取り組みを推進している。また、平成24年2月にソフトピアジャパンに開設した
f.Laboは、デジタル工作機器を備えたITモノづくりの交流拠点として多くの企業に
活用されている。

　デザインスタジオの有する県内産地・企業との豊富なネットワークと、ＩＡＭＡ

Ｓの有する教員・学生及びデジタル工作機器等の豊富なリソースをより効果的に活

用するため、平成25年度より、デザインスタジオ機能をf.Laboに移管することと

した。これにより、f.Laboを拠点とした産地や地域の活性化、人材育成、交流、連

携が期待できることとなった。
デザインスタジオの移管に伴い、これまで岐阜県産業経済振興センターへの補助

金として交付していた事業活動経費をf.Laboに移管するものである。
	２　所要経費


　f.Laboのコーディネーター等が実施するデザイン指導やデジタル工作機器等の活用補助に要する経費
　旅費1,371千円、需用費899千円、役務費267千円、委託料180千円、使用料及び賃

借料732千円、公課費51千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,500

	決定額
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,500


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内モノづくり企業の商品・デザイン開発に関する専門的な相談窓口として、商品開発をデザイン面から支援することにより、商品開発力の向上を図り、顧客の視点に立ったデザイン性、市場性の高い商品づくりを推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	商品開発支援事業による新商品開発数(試作品を含む)
	－
（H  ）
	－
（H　）
	20件
（H23）
	23件
（H24）
	60件
（H25）
	38.3％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・商品・デザイン開発に関する相談窓口としてデザインコーディネーターを設置。
・岐阜県と連携して実施している商品開発支援事業のプロデューサーとして、企画・
デザイン開発・試作品製作・商品化といった一連の進行管理を行う。
・３月～４月　商品開発プロジェクトの募集及び決定

・５月～６月　デザイン開発支援を行うデザイナーの募集、選定
  ・６月～３月　メーカー、工業デザイナー、県・(公財)岐阜県産業経済振興

センターが協働して商品開発を実施し、試作品を完成。



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　平成24年度は、本県を代表する地場産業である陶磁器、刃物、木工など20件の商品開発プロジェクトの支援を実施しており、年度末までに20件の新商品(試作品を含む)が完成する予定である。
また、工業デザイナーを活用して商品開発を行うプロセスを習得することにより、モノづくり企業の商品開発力の向上が期待される。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	モノづくりにおけるデザインは、商品の高付加価値化、差別化に極めて有効であり、商品のコンセプト、技術、品質等の要素を、顧客にわかりやすく視覚的に訴えるための手段として、その重要性が高まっており、デザインに関する専門的な相談窓口を設置する必要性は高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成23年度、平成24年度ともに20件の商品開発プロジェクトを実施中である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　平成25年度より、デザインスタジオ機能をIAMASに移管することにより、これまで培ってきた産地・企業とのネットワークとIAMASが有する教員・学生、デジタル工作機器等のリソースを活用した企業支援や地域支援、人材育成等の活性化が期待できる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県内中小企業においても、モノづくりや商品ＰＲにおけるデザインの重要性は認識されつつあるが、デザイナーの活用ノウハウを知らない企業はまだまだ多い。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
デザイナーを活用した商品開発の方法や契約方法、ＩＴ工作機器を活用したモノづくり啓発など、商品・デザイン開発に関する専門的かつ総合的な相談窓口として、デザインを通じたモノづくり企業の活性化に継続的に取り組んでいく。


